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要　約
　栄養学科18歳女子学生とその母親を対象に，母親の最終学歴別に栄養素摂取状況を比較した．食事摂取基準にお
ける目標量に不適合な栄養素数は，女子学生及び母親ともに母親の最終学歴別で有意な差はなかったが，個々の栄
養素をみると，食物繊維及びカリウムでは高校卒業以下の群で，飽和脂肪酸及び食塩相当量では短大・専門学校卒
業及び大学卒業以上の群で食事摂取基準に不適合な者の割合が高くなった．また，エネルギー産生栄養素バランス
においては，高校卒業以下の群では炭水化物エネルギー比が高く，短大・専門学校卒業及び大学卒業以上の群では
脂肪エネルギー比が高くなっていた．推定平均必要量に不適合な栄養素数は，女子学生では母親の最終学歴が高い
ほどその数が有意に少なくなる傾向にあり，母親の教育歴がその子の栄養素摂取状況に影響を及ぼしていることが
示唆された．推定平均必要量策定栄養素では，ほとんどの栄養素で高校卒業以下の群が最も摂取量が少なく，推定
平均必要量に満たない者の割合も高かったことが影響していると考えられる．これらのことから，母親の最終学歴
は健康意識や食生活・健康行動に影響を及ぼす要因の一つとして今後の栄養政策の課題であり，食環境整備も含め
た食生活支援が重要であると考えられた．
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はじめに
　近年，学歴，収入，職業などの社会経済要因による
人々の健康の格差（いわゆる健康の社会格差）が喫緊
の課題として注目されている．2012年に厚生労働省か
ら発表された「21世紀における国民健康づくり運動―
健康日本21（第二次）1）」においても，社会環境の質
の向上，健康格差の縮小の重要性が強調されており，
健康の社会格差が公衆衛生施策の重要なキーになると
して，種々の研究及び報告がなされている2），3），4），5）．
これらの研究では健康格差と物質的要因（家計所得な
ど），生活習慣要因（睡眠不足，喫煙，過度な飲酒な
ど），社会関係性要因（結婚しているか，一人暮らし
かなど）などとの関連が報告されているが，健康に影
響を与える最大の要因の一つである食習慣と健康格差
の関連について検討された研究は少ない．また，高齢
者をはじめ，成人を対象とした研究報告は複数存在す
るものの，若年世代を対象とした研究はまれである．
健康格差の縮小には，食習慣との関連を若年層から把
握し，検討していくことが不可欠である．
　若年世代の食習慣を把握する上で，我々は特に若年
女性とその母親の食習慣との関連に着目した．女性
は料理を含めた家事に従事する時間が男性よりも長
く6），加えて，母親と子の食事摂取の関連性は，父親
と子のそれよりも強いことが報告されている7），8）．さ
らに，母親の食習慣はその子の食習慣形成に強く影響
されていることも報告されている9）．若年女性の食習
慣を明らかにし，食習慣に影響を与える要因を検討す
ることは，若年女性自身だけでなく，次世代の健康の
ための栄養政策にとっても重要である．
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　そこで本研究では，女子学生及びその母親を対象と
し，社会経済要因の指標として母親の最終学歴を用い
て栄養素摂取状況との関連性を検討することとした．
方　法
1．手　順
　本研究に用いたデータは，「食習慣と健康に関する
女性3世代研究」（以下，3世代研究）の結果から得た．
3世代研究は，国内35都道府県の85の大学，短期大学
及び専門学校における栄養関連学科1年生とその母親
並びに祖母等を対象にした栄養疫学的横断研究であ
る．3世代研究の研究デザイン及び調査手順について
は，他の報告に詳述されているが10），概括すると，以
下のとおりである．2011年及び2012年の4月において，
栄養関連学科に1年生として在籍している学生と，
その母親並びに祖母等7,016人を対象に食習慣及び生
活習慣に関する質問票を配布し，そのうち学生4,933
人（女性4,933人，男性277人），母親4,044人，祖母等
2,337人から両質問に対する回答を得た（回答率はそ
れぞれ70.3％，57.6％，33.3％）．3世代研究の実施に
際しては，東京大学大学院医学系研究科・医学部倫理
委員会の承認を得るとともに（審査番号3249），研究
対象者には，書面にて研究の説明を行い，参加者には
同意書への記入をもって同意を得た．
2．対象者
　本研究の対象者は，3世代研究の対象者のうち，G
県に在住する18歳の女子学生から選択した．当該女子
学生の在籍校は10校であったが，そのうち対象者数
の多い5校を選択し，対象学生とした．母親に関して
は，対象学生の母親のうち，60歳以下の者を対象者と
した．これらの者から，以下の除外基準に該当する者
を対象者から除外した．
　女子学生については，東日本在住で2011年に回答し
た人を，東日本大震災の影響で日常的な食習慣を回答
できていないとして除外した．また，入学前の習慣を
把握する観点から，質問票回答日が5月20日以降の学
生についても除外した．さらに，年齢，身長，体重，
居住地及び母の学歴のいずれかが欠損値だった人を除
外し，対象者は386人となった．
　母親に関しては，東日本在住で2011年に回答した
人，年齢，身長，体重，居住地及び学歴のいずれかが
欠損値だった人を除外し，対象者は392人となった．
3．食習慣の評価
　最近1ヶ月間の食習慣について，自記式食事歴法質
問票（self-administered Diet History Questionnaire. 以下，
DHQ）を用いて評価した．DHQは151種類の食品の
摂取量を推定する半定量的質問票で，その構造，食品
及び栄養素等の摂取量計算方法及び妥当性に関しては
他の報告に詳述されている11）．なお，サプリメントの
使用についても生活習慣質問票において把握したが，
わが国ではサプリメントによる栄養素等摂取量の信頼
性の高い推定方法が確立されていないため，摂取量に
含めなかった．
　すべての自記式食事歴法質問票は申告誤差，特に過
小申告及び過大申告の影響を受けることが報告され
ている12）．そのため，質問票から得られた栄養素摂取
量は，対象者の摂取エネルギーではなく，推定エネ
ルギー必要量（Estimated Energy Requirement. 以下，
EER）を摂取しているという仮定に基づいて調整し
た．計算方法は，以下のとおりである．
　栄養素摂取量（単位 /日）＝　　　
質問票から得られた栄養素摂取量（単位 /日）
質問票から得られたエネルギー摂取量（kcal/日）　
× EER（kcal/日）
　なお，EERは各対象者の身体活動レベル（自己申
告に基づく値）に対応した値を用いた．また，たんぱ
く質，脂質，飽和脂肪酸及び炭水化物の各栄養素由来
のエネルギーが総摂取エネルギーに占める割合（エネ
ルギー産生栄養素バランス）は質問票から得られた値
そのものを用いて計算した．
4．栄養素摂取量の評価
　各栄養素摂取量の評価は，先行研究13）を参考にし，
日本人の食事摂取基準2015年版14）（Dietary Reference 
Intakes for Japanese, 2015. 以下，DRIs）における各栄
養素の指標との比較によって行った．DRIsでは目的
に応じて異なる指標が複数設定されているが，そのう
ち，生活習慣病の予防を目的とした評価に用いる目標
量及び栄養素の摂取不足の評価に用いる推定平均必要
量を本研究で用いることとした．目標量が設定されて
いる7栄養素（たんぱく質，脂質，飽和脂肪酸，炭水
化物，食物繊維，カリウム及び食塩相当量）について
は，摂取量が目標量の範囲外である場合を不適切と判
断した．推定平均必要量が設定されている栄養素のう
ち，鉄を除く13栄養素（たんぱく質，ビタミン A，ビ
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タミン B1，ビタミン B2，ナイアシン，ビタミン B6，
ビタミン B12，葉酸，ビタミン C，カルシウム，マグ
ネシウム，亜鉛及び銅）については，カットポイント
法に基づき，摂取量が推定平均必要量に満たない場合
を不適切と判断した．鉄に関しては，月経のある女性
の必要量が非正規分布をとるため，カットポイント法
による判定が適していないとの報告がある15）．そのた
め，月経のある女性（女子学生全員及び閉経してい
ない母親）については，鉄の生物学的利用率を15％
（9.3mg/日）16）とし，これを下回る場合に不適切と判
断した．なお，月経のない女性（閉経している母親）
については他の栄養素と同様，推定平均必要量をカッ
トポイントとして判定した．
5．その他の要因
　DHQにおいて，対象者の生年月日，身長及び体
重を把握した．体格指数（Body Mass Index．以下，
BMI）は以下の式により計算した．
　　
BMI ＝
 
体重（kg）
｛身長（m）｝2
　また，身体活動レベル（「低い」，「ふつう」，「高
い」），飲酒習慣の有無及び外食の頻度（「1回 /月未
満」，「2-3回 /月」，「1-3回 /週」，「4回 /週以上」）につ
いても把握した．なお，外食には，食べた場所に関係
なく，市販品を購入して食べる場合や，学生食堂等で
食べる場合も含めるものとした．
　生活習慣質問票においては，現在の喫煙習慣の有
無，サプリメント利用の有無について把握した．女子
学生については，母親の最終学歴（「高校卒業以下」，
「短大・専門学校卒業」及び「大学卒業以上」の3群）
についても把握した．
6．分析方法
　すべての統計処理は統計解析ソフト　BellCurveエ
クセル統計 Ver2.15を用いて行った．p値は両側検定
により，0.05未満を統計的に有意差があるとして判定
した．
　対象者の基本属性における，年齢，身長，体重及び
エネルギー摂取量と，対象者の栄養素摂取量について
は，全体及び母親の最終学歴別に平均値及び標準偏差
を求めた．3群間比較は，Shapiro-Wilk検定により各
群のデータの正規性の検定を行い，すべての群で正
規性が確認できた場合は一元配置分散分析を，確認
できなかった場合は Kruskal-Wallis検定を用いた．ま
た，それぞれにおいて有意差が確認できた場合は，一
元配置分散分析については Tukey-Kramer法により，
Kruskal-Wallis検定については Steel-Dwass法により多
重比較を行った．BMI判定，喫煙習慣，サプリメン
トの利用，身体活動レベル，外食頻度及び居住環境に
ついては，母親の最終学歴別に人数及び割合を求め，
3群間比較は，χ2検定を行った．また，栄養素摂取量
の評価においては，群別に目標量の範囲外にある者の
割合及び推定平均必要量を下回る者の割合を求めた．
　対象者の栄養素摂取量の全体的な評価のため，目標
量が設定されている7栄養素及び推定平均必要量が設
定されている14栄養素のうち，DRIsに適合しなかっ
た栄養素数をそれぞれ求めた．母親の最終学歴別での
有意差は，傾向検定を行うため，Jonckheere-Terpstra
検定を用いて評価した．さらに，女子学生に関して
は，居住環境別，母親の最終学歴別に，DRIsに不
適合な栄養素数を求め，居住環境別での有意差を，
Mann-Whitneyの U検定を用いて評価した．
結　果
1．母親の最終学歴別にみた女子学生及び母親の身体
状況等
　対象者の基本属性を表1及び表2に示す．女子学生386
人を母親の最終学歴別に見ると，高校卒業以下が148
人（38.8％），短大・専門学校卒業が154人（39.9％），
及び大学卒業以上が84人（21.8％）であった．また，
母親392人を母親の最終学歴別に見ると，高校卒業
以上が156人（39.8％），短大・専門学校卒業が153人
（39.0％），及び大学卒業以上が83人（21.2％）であっ
た．母親の年齢は，大学卒業以上の群で有意に高かっ
た．また，サプリメントの利用率に関しては，母親に
おいて群間に有意な差が見られた．
2．母親の最終学歴別にみた女子学生及び母親の栄養
素摂取状況
　対象者の栄養素摂取の状況を表3及び表4に示す．目
標量策定栄養素の摂取量を母親の最終学歴別に見る
と，女子学生ではたんぱく質，食物繊維及びカリウム
で高校卒業以下の群が大学卒業以上の群より有意に低
かった．脂質及び飽和脂肪酸では高校卒業以下の群が
他の2群より有意に低く，炭水化物では有意に高かっ
た．母親ではたんぱく質及び食物繊維で高校卒業以下
の群が大学卒業以上の群より有意に低く，カリウムで
は大学卒業以上の群が他の2群より有意に高かった．
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表1　対象者 （女子学生） の基本属性
表2　対象者 （母親） の基本属性
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目標量の範囲を満たしていない者の割合は，女子学生
及び母親ともにたんぱく質，食物繊維及びカリウムで
高校卒業以下の群が最も高く，食塩相当量で大学卒業
以上の群が最も高かった．次に，推定平均必要量の摂
取量を母親の最終学歴別に見ると，女子学生ではたん
ぱく質，ビタミン B2，ナイアシン，カルシウム及び
マグネシウムで高校卒業以下の群が大学卒業以上の
群より有意に低かった．また，ビタミン B1，ビタミ
ン B6及び亜鉛では高校卒業以下の群が他の2群より有
意に低かった．母親ではたんぱく質，ビタミン B6，
葉酸，カルシウム，マグネシウム，亜鉛及び銅で高校
卒業以下の群が大学卒業以上の群より有意に低く，ビ
タミン B1で高校卒業以下の群が短大・専門学校卒業
以上の群より有意に低かった．推定平均必要量の値に
満たない者の割合は，女子学生，母親ともにナイアシ
ン，ビタミン C，鉄及び銅を除くすべての栄養素で高
校卒業以下の群が最も割合が高かった．
3．母親の最終学歴別にみた女子学生及び母親の摂取
不適切な栄養素数
　DRIsへの適合における母親の最終学歴別の傾向を
図1に示す．女子学生では推定平均必要量を満たして
いない栄養素数が母親の最終学歴が下がるほど有意に
値が高くなったが，その他の比較では有意な傾向は見
られなかった．
図1　母親の最終学歴別にみた目標量と推定平均必要量に不適合な栄養素数
37
桐生大学紀要．第29号　2018
考　察
　本研究においては，女子学生及び母親の栄養素摂取
状況と母親の最終学歴との関連を検討した．
1．母親の最終学歴別にみた女子学生及び母親の身体
状況等
　女子学生の身体状況をみると，やせの者の割合は
16.8％，標準は76.2％，肥満者は7.0％であった．今回
の調査年である平成24年国民健康・栄養調査17）（以下
国民健康・栄養調査）においては，15～19歳女性のや
せの者は16.0％，肥満者は5.4％であり，本研究の調査
対象者はやせの者の割合及び肥満者の割合が高い傾向
にあった．また，母親の最終学歴別に比較すると，有
意な差は認められなかったものの，高校卒業以下の群
でやせの者の割合が最も高く，大学卒業以上の群で肥
満者の割合が最も高かった．エネルギー摂取量は，国
民健康・栄養調査（H24）の18～20歳女性の値（1,677
±487kcal）と同程度であり，母親の最終学歴別に比
較すると有意差は認められなかったものの，学歴が上
がると摂取量が増える傾向にあった．身体活動レベル
はⅠ（低い）の者の割合が高校卒業以下の群で最も高
く，母親の最終学歴が上がるごとに割合が低くなる
傾向にあった．学歴と運動習慣の関連については，
Murakamiらの研究で，学歴が高い人ほど運動習慣が
あると報告されている18）が，今回の結果では，学歴
がその子の身体活動にも影響を及ぼしていることが示
唆された．子どもの良好な食行動や生活習慣には，家
庭環境要因が関連していることも指摘されている19）．
一般に，高学歴の人は健康に関する知識が豊かで，意
識や行動の水準が高いといえるため，健康政策の実施
に当たっては，本人及びその世帯における学歴をはじ
めとした社会経済要因を考慮し，健康課題の抽出と優
先順位付けを行い，改善策の検討を行う必要性がある
と考えられる．特に近年では，若年女性におけるやせ
の者の割合が他の年代と比べて高く，増加傾向にあ
る20）が，将来の妊娠・出産に向けて母体や胎児への
影響も大きく，適正体重を維持することが重要な課題
である．今回の結果では，高校卒業以下の群におい
て，やせの者の割合と身体活動レベルⅠの者の割合が
高かったため，身体活動や体格にみあったエネルギー
摂取及び習慣的な運動実施に向けた実現可能性の高い
介入が必要である．
　母親の身体状況では，やせの者の割合は7.1％，標
準は79.6％，肥満者は13.3％であった．国民健康・栄
養調査（H24）では40～69歳女性のやせの者は9.4％，
肥満者は20.5％であり，今回の調査対象者は適正体重
を維持している者の割合が高かった．また，最終学歴
別にみると，有意差は認められなかったものの，短
大・専門学校卒業の群でやせの者の割合が最も高く，
大学卒業以上の群で肥満者の割合が最も高かった．エ
ネルギー摂取量は，国民健康・栄養調査（H24）の40
～49歳女性の値（1,701±441kcal）と比較すると高値
であり，最終学歴別では大学卒業以上の群で最も値が
高かった．大学卒業以上の群では女子学生においても
母親においても肥満者の割合及びエネルギー摂取量が
高く，母親の食習慣や嗜好及びその結果としての健康
状態が子に影響していることが示唆された．また，サ
プリメントの利用に関しては，利用者の割合が短大・
専門学校卒業の群で有意に高く，女子学生においても
同群の割合が最も高かった．今回の解析では対象者の
栄養素等摂取状況とサプリメントの種類及び量との関
連は検討していないが，食事を基本とした食習慣形成
の重要性と，サプリメントを利用する場合でも，必要
最低限の適正利用とすることへの理解を，家庭全体に
教育する必要性が示唆された．
2．母親の最終学歴別にみた女子学生及び母親の栄養
素摂取状況─目標量─
　エネルギー産生栄養素バランス（たんぱく質：脂
質：炭水化物．いずれも単位は％エネルギー）の平均
値は，女子学生及び母親ともに目標量の範囲内であ
るが，国民健康・栄養調査（H24）の結果と比較する
と，15～19歳女性で14.6：30.4：55.0，40～49歳女性
で14.4：27.7：57.9であり，本研究の対象者は女子学
生では炭水化物エネルギー比率が，母親では脂肪エネ
ルギー比率がそれぞれ高かった．母親の最終学歴別に
みると，女子学生及び母親ともにたんぱく質エネル
ギー比率は大学卒業以上の群で，脂肪エネルギー比率
は短大・専門学校卒業の群で，炭水化物エネルギー比
率は高校卒表以下の群で平均値がそれぞれ最も高く，
エネルギー産生栄養素バランスは母親の学歴別に異な
る傾向を示した．先行研究では，世帯収入が少ないほ
ど炭水化物の摂取量が多く，教育年数が少ない者の割
合も高いとの報告がある21）．平成26年国民健康・栄養
調査においても，世帯所得が少ない世帯員ほどたんぱ
く質及び脂肪エネルギー比率が低く，炭水化物エネル
ギー比率が高い傾向にあることが報告されている20）．
今回の研究では世帯年収に関する情報は得ていない
が，学校歴が所得に対して有意に影響することも報告
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されており22），エネルギー産生栄養素バランスは学歴
と関連している可能性がある．
　また，食物繊維及びカリウムの摂取量は女子学生及
び母親ともに高校卒業以下の群が大学卒業以上の群と
比較して有意に低く，目標量を満たしていない者の割
合も高校卒業以下の群で最も高くなり，過半数を超え
た．国民健康・栄養調査（H26）では，これらの栄養
素の供給源として考えられる野菜類，果実類及びきの
こ類の摂取量が世帯の所得が少ない世帯員ほど摂取量
が少ないと報告されており20），エネルギー産生栄養素
バランスと同様，学歴との関連性が示唆された．健康
日本21（第二次）では，野菜の摂取量を350g/日，果
物摂取量100g未満の者の割合を30％とすることを目
標としている1）が，未だ改善傾向がみられていない．
野菜摂取を促す上では，金銭的な問題も含めた負担感
の軽減や，栄養素が摂取できるといった恩恵への気づ
きが行動変容に重要であることが報告されている23）．
教育格差が健康格差につながらないよう，対象者の特
性に応じた働きかけが必要である．
　一方，食塩相当量については，母親の最終学歴別で
の有意差はみられなかったものの，女子学生及び母親
ともに目標量を上回る者の割合がいずれの学歴群でも
9割を超えていた．今回得られた栄養素摂取量はエネ
ルギー補正をしており，実際の摂取量よりも多くなっ
ているものの，減塩が血圧を低下させ，結果的に循環
器疾患を減少させることについては，立証されている
ことから24），健康日本21（第二次）にも食塩摂取量の
減少が目標に掲げられている1）など，日本全体として
食塩摂取量低減に向けた取り組みが喫緊の課題であ
る．味覚嗜好に関する類似性は，親子間，特に母子間
で高いことも示されているため25），今回の結果を踏ま
え，乳幼児期から薄味に慣れさせることはもとより，
親世代の減塩化とその維持に向けた介入をしていくべ
きである．
3．母親の最終学歴別にみた女子学生及び母親の栄養
素摂取状況─推定平均必要量─
　女子学生及び母親ともにたんぱく質，ビタミン
B6，カルシウム，マグネシウム及び亜鉛で高校卒業以
下の群が大学卒業以上の群より有意に摂取量が少な
く，加えて女子学生ではビタミン B1，ビタミン B2及
びナイアシン，母親では葉酸及び銅でも有意差がみら
れた．さらに，すべての者が推定平均必要量を満た
していたナイアシン及び銅と，女子学生ではビタミ
ン C，母親では鉄（月経あり）を除くすべての栄養素
で推定平均必要量を満たしていない者の割合が高校卒
業以下の群で最も高くなった．このうち，カルシウム
に関しては，女子学生及び母親ともに高校卒業以下の
群で摂取量の平均値が推定平均必要量を下回った．国
民健康・栄養調査（H26）では，カルシウムの供給源
として考えられる乳類の摂取量が世帯の所得が少ない
世帯員ほど摂取量が少ないと報告されており20），カル
シウム摂取と学歴との関連性が示唆された．カルシウ
ム摂取量と骨量，骨密度との間，及びカルシウム摂取
量と骨折発生率との間には有意な関連が認められてお
り26），27），現在の食習慣を続けることは将来の骨粗鬆
症につながる可能性がある．女性においては中年期以
降のエストロゲン減少と骨密度との関連も指摘されて
いることから28），若年世代から十分なカルシウム摂取
の習慣化による骨量の増大を図り，中年期以降の骨粗
鬆症を予防する取り組みが必要である．また，ビタミ
ン B1に関しても，女子学生の大学卒業以上の群を除
いて摂取量の平均値が推定平均必要量を下回るととも
に，女子学生及び母親ともに高校卒業以下の群で有意
に摂取量が少なく，推定平均必要量を満たしていない
者の割合も最も高かった．ビタミン B1はグルコース
代謝に関与しているため14），炭水化物エネルギー比率
が高い高校卒業以下の群では生体内における要求量が
他の群よりも高いことが考えられる．炭水化物の摂取
状況も考慮したアセスメントと改善計画及び実施が求
められる．
4．母親の最終学歴別にみた女子学生及び母親の栄養
素摂取状況─ DRIsへの適合─
　目標量策定栄養素においては，女子学生及び母親と
もに DRIsに不適合な栄養素数に有意な傾向はみられ
なかった．前述のとおり，目標量策定栄養素について
は，女子学生及び母親ともに学歴群ごとに異なる摂取
状況を示し，問題となる栄養素に違いが見られた．つ
まり，望ましいと考えられる摂取量よりも現在の日本
人の摂取量が少ない栄養素として挙げられている栄養
素（食物繊維，カリウム）では高校卒業以下の群で，
望ましいと考えられる摂取量よりも現在の日本人の摂
取量が多い栄養素（飽和脂肪酸，食塩相当量）では短
大・専門学校卒業及び大学卒業以上の群で DRIsに不
適合な割合が高くなった．また，生活習慣病の予防を
目的とした複合的な指標であるエネルギー産生栄養素
バランスにおいても，母親の学歴によって違いがみら
れ，高校卒業以下の群ではたんぱく質エネルギー比が
低い一方，炭水化物エネルギー比が高くなっており，
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短大・専門学校卒業及び大学卒業以上の群では脂質エ
ネルギー比が高くなっていた．目標量は生活習慣病予
防を目的とした指標であるため，食事全体の評価とし
て不適合な栄養素数をみるよりも，個々の栄養素の摂
取状況を評価し，それぞれの栄養素の特徴や目的に応
じた改善策を検討する方が効果的であることが示唆さ
れた．
　一方，推定平均必要量策定栄養素においては，女子
学生で母親の学歴が上がるほど不適合な栄養素数が有
意に少なくなる傾向がみられた．また，母親において
も有意差は確認できなかったが，不適合な栄養素数は
学歴が上がるほどその数が少なくなった．推定平均必
要量策定栄養素では，女子学生及び母親ともにほとん
どの栄養素で高校卒業以下の群が最も摂取量が少な
く，推定平均必要量に満たない者の割合も高かったこ
とが影響していると考えられる．推定平均必要量は，
栄養素の摂取不足を評価する指標であるため，今回の
結果から，母親の最終学歴が低いほど，栄養素の摂取
不足に陥らないよう注意する必要があることが示され
た．平成26年に厚生労働省で実施された「健康意識に
関する調査」においては，年収が低いほど最終学歴が
低い者の割合が高く，健康のために食生活に気をつけ
ている者の割合も低くなっている．また，食生活に気
を付けている場合でも「栄養バランスを考えて，色々
な食品をとる」や「生野菜を食べている」と回答した
者は年収が低いほどその割合が低くなっていた29）．さ
らに，教育年数の短い人ほど病院での受診を控える傾
向や健康診断を受けない傾向があることも明らかに
なっている30）．母親の最終学歴は，年収やそれに影響
を及ぼす就業状況にも関連することが考えられる．そ
のため，最終学歴の低さは，健康意識や食生活・健康
行動に経済的理由によるマイナスの影響を及ぼし，本
人，ひいてはその子の健康格差の要因になり得るもの
の一つとして今後の栄養政策の課題として扱うべきで
あると考えられる．しかしながら，母親の最終学歴
は，当然ながら本人の努力で改善されるものではな
く，生まれながらにもっている要因である．個人ごと
の健康リスクを予知し，健康に関する知識やスキルを
向上させる社会的環境や体制の整備が望まれる．
5．本研究の限界
　研究の対象者が G県在住の女子学生とその母親で
あるため，地域的偏りがあること，全ての若年者が大
学に進学するわけではないことから，日本全体の状況
として考えるには不十分である可能性がある．また，
栄養素摂取量の評価には，EERを摂取しているとい
う仮定で調整した値を用いたが，EERは自己申告に
基づく身体活動レベルから得た値であり，科学的根拠
に乏しいとの見方もある13）．今後は，対象者の選定に
配慮するとともに，種々の食事調査法を組み合わせ，
より信頼性の高い摂取量を求めて評価・検討する必要
があると考えられる．
　また，対象者である女子学生及び母親は，除外基準
に合致する者を除いているため，必ずしも同一家族の
者同士であるとは限らず，そのため両者の対象者数は
一致しない．同一家族に限定すると，対象者数は減少
するものの，今回の結果と同様の傾向が得られたこと
を申し添える．
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Final educational background of mothers in relation to nutritional adequacy in female 
dietetic students aged 18 years and their mothers
Yohko Tachibana, Tosei Takahashi*
*Department of Nutrition and Health Sciences, Faculty of Food and Nutritional Sciences
Abstract
　We evaluated the nutritional adequacy in female dietetic students aged 18 years and their mothers based on the Dietary Ref-
erence Intakes for Japanese, 2015.　The number of nutrients with a tentative dietary goal for preventing lifestyle-related dis-
ease; DG was not significantly different between both the female students and their mothers, but for dietary fiber and potassium 
in the group of under high school graduation, and for saturated fatty acid and sodium (salt-equivalent) in the group of junior 
college and vocation school, and above university, the proportion of those who were not meeting DG was highest, respective-
ly.　The final educational background of mothers affect health consciousness, eating habits, and health behavior, and should be 
treated as a subject of future nutritional policy as one of factors that can cause health disparities.
Keywords: Dietary Reference Intakes, nutrition intakes, female students, mothers, final educational background
